予算要求資料
平成28年度９月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名  新　中小企業ＩｏＴ活用促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部 新産業・エネルギー振興課 ＩＴものづくり係
電話番号:058-272-1111（内3111）
E-mail： c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額　1,000千円（現計予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
【補正が必要な理由】
　本県のＩｏＴ導入支援施策の中核となる「地方版ＩｏＴ推進ラボ」にかかる国の採択が平成２８年７月３１日であったため。
○今回採択された本県の取組み
愛　称：　岐阜県ＩＴものづくり推進ラボ
概　要：　県内支援機関が業界団体と連携し、中小ものづくり企業等のＩｏＴ導入・活用を支援する取組み

(例) ＩｏＴ活用によるスマート工場化
センサー技術等を用いた製品開発の高度化
構成員（事務局：岐阜県商工動労部　新産業・エネルギー振興課）
◆県内支援機関

(公財)ソフトピアジャパン、岐阜県情報技術研究所、

岐阜大学、情報科学芸術大学院大学、

(公財)岐阜県産業経済振興センター、

岐阜県研究開発財団、(株)ブイアールテクノセンター

◆業界団体

(一社)岐阜県工業会、(一社)岐阜県情報産業協会、
(一社)岐阜県金型工業組合、(一社)岐阜県プラスチック工業組合

ぎふＩＴ・ものづくり協議会
	●「地方版ＩｏＴ推進ラボ」とは

　ＩｏＴビジネスの創出を推進する地域の取組みを、「地方版ＩｏＴ推進ラボ」として選定し、「（全国版）ＩｏＴ推進ラボ」との連携により、多様な支援を実施する経済産業省の取組み。

●「（全国版）ＩｏＴ推進ラボ」とは

成長性・先導性、波及性（オープン性）、社会性の要素を併せ持つ個別のＩｏＴプロジェクトを国が発掘・選定し、企業連携・資金・規制の面から支援するとともに、大規模社会実装に向けた規制改革・制度形成等の環境整備を行う経済産業省の取組み。


※ＩｏＴとは

Internet of Things＝「モノのインターネット」と訳されることが多い。あらゆるモノがインターネットでつながるという概念

【現状と課題】
・　本県は、県内総生産や従業員数の約４分の１を製造業が占め、全国と比較しても製造業の割合が高い「ものづくり県」である。

・　中小製造業の多くが、海外の廉価品との価格競争や差別化、熟練技術者の高齢化、技術革新に即した高付加価値商品開発への対応などの課題に直面している。

・　課題解決の有力な手段として、多くの中小企業がＩｏＴ技術の導入・活用の検討を始めているが、情報・人材・資金の不足等により導入は進んでいない。

【本事業の必要性】
　ＩｏＴ推進ラボ（全国版）との連携のもと、今回国の採択を受けた本県の「地方版ＩｏＴ推進ラボ（岐阜県ＩＴものづくり推進ラボ）」の取組みを効果的に活用し、県内構成員（県内支援機関、業界団体）が連携して適切な企業支援を展開することで、県内中小企業のＩｏＴ技術の導入・活用の促進を図ることができる。
（２）事業内容

今回、本県が国へ申請した「岐阜県ＩＴものづくり推進ラボ」の取組みが、第一弾で選定された全国２９地域のひとつに選ばれた。（H28.7.31）

今後、企業ニーズを捉えながら、次のようなラボ事業を通じて適切な支援を継続的に展開することにより、県内中小企業のＩｏＴ技術の導入・活用の促進を図る。
①ラボ運営事業

・構成員連絡会議
・業界団体との意見交換
②ＩｏＴ普及啓発事業
・ＩｏＴ導入講演会・セミナー
・先進事例視察
③指導・相談事業
・専門家による企業相談
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
(千円)
	事業内容の詳細

	報償費


	400
	専門家講師謝金

	旅費

	514
	費用弁償258、職員旅費256

	需用費
	17
	消耗品費6、会議費11

	使用料及び賃借料
	69
	会場借上代

	合計
	1,000
	

	


	　決定額の考え方　　



４　参考事項
（１）国の状況

政府は多くの経済政策のなかでIoT活用による産業力強化策を閣議決定。

　・2016年度版「ものづくり白書」

　　・まち・ひと・しごと創生基本方針2016

　　・新産業構造ビジョン（中間報告）

　　・日本再興戦略2016　　など
（２）事業主体及びその妥当性
県が事務局となり、県内支援機関及び業界団体と連携し、中小ものづくり企業等のＩｏＴ導入・活用を支援する取組みであり、事業主体として妥当である。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	何をいつまでにどのような状態にしたいのか

県内中小製造業におけるＩｏＴ活用による現場改善の導入を普及する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	講演会・セミナー参加者
	-
（H27）
	
	
	
	250名
（H31）
	

	ＩｏＴ導入検討或いは導入実施企業
	-
（H27）
	
	
	
	25社
（H31）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）・
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	第４次産業革命による産業構造の変革に伴い、製造現場におけるＩｏＴ導入は国も重要施策・課題の１つとしており、県も地域産業振興として積極的に取り組む必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

次年度以降も、関連会議の開催や企業ニーズに応じたセミナー等を開催し、県内中小製造業のＩｏＴ導入を通じた現場改善を促進する。


